
























































































































































































































































































































































































































































































































　明治 32 年の特許法に続く明治 42 年の特許
法 15）は，職務発明の特許を受ける権利を使用者






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　上記答弁の 1 条 3 項 4 号 33）は，その後に同一
内容で体裁のみが改められ，現行法では 2 条 1





































































































































2 ）第118回国会平成 2 年 6 月21日参議院商工委員会
会議録 7 号。
3 ）第35条（職務発明）全文を注 1）に掲記，参照。



















11）1881年（明治 4 年）4 月 7 日太政官布告175号
12）1885年（明治18年）4 月18日太政官布告 7 号明治
18年 7 月 1 日施行。
13）1888年（明治21年）12月18日勅令84号明治22年
2 月 1 日施行
14）1899年（明治32年）3 月 1 日法律36号明治32年
7 月 1 日施行。




























22） 別 稿 で 特 許 制 度 の目的 を 論 じ た。別 稿Isao




































制度の行方」ジュリスト1248号（2003年 7 月 1 日
号）36ページ，37ページ。




32）第118回国会平成 2 年 6 月21日参議院商工委員会
会議録 7 号　前注 2 に同じ。














止法 2 条 1 項 4 号･7 号の規律における時間軸と
行為者の認識の構造」特許研究No.57平成26年 3
月号43ページ参照。
 （2015年 7 月17日掲載決定）
「????は???のもの」か?
?????? Page:17
